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　加齢・ストレス・疲れなどによる免疫機能の低下で発
症し、長期間の痛みが続く「帯状疱疹」には、予防ワク
チンが有効であり、都は区市町村を支援して取り組み
を進めるよう求めました。都は「原因や症状、予防方法
等の情報を今年8月からホームページで広く発信して
いる」と述べるとともに、「都におけるワクチン接種費用の助成については、先行自
治体の事例も参考に区市町村への支援の検討を進める」との方針を示しました。

　がん治療を受けながら仕事が継続できるよう、脱毛
や手術による乳房の切除などの外見の変化を補うア
ピアランスケアについて、ウィッグや乳房の補正具など
の購入費用の助成に取り組む区市町村を支援すべき
と主張。都は「区市町村でアピアランスケアに関する取
り組みが進むよう、具体的な支援策について検討を進
める」と答えました。

がん治療と仕事の
両立支援を

　０～２歳の保育料を軽減するため、第３子以降の無
償化と同様に、第２子についても無償化に踏み出すべ
きと強く求めました。知事は「具体的に検討していく」と
積極的な姿勢を示しました。
　都議会公明党の提案で平成27年度から始まった都の「ゆりかご東京事業」は、
その後、「とうきょうママパパ応援事業」などに拡充されました。国が実施する「出
産・子育て応援交付金」は東京の事業がモデルであることから、今回の国の交付
金を活用して都の施策を拡充すべきと主張。都は国事業を活用して都のママパパ
応援事業や出産応援事業の充実を検討する考えを示しました。

0～2歳児の子育て世帯の
支援をさらに充実

　東京しごとセンターでの職業能力開発は、主に高齢
者向けとなっているため、ヤング・ミドル世代も職業能力
開発できるように機能強化を提案。都は「幅広い世代
から就業の相談を受けるしごとセンターが職業能力開
発センターの訓練の内容にも触れ、後押しすることも大
切だ。総合的で一体的な支援の体制づくりを検討す
る」と答弁しました。

東京しごとセンターの機能強化
～ヤング・ミドル層への支援も～

　都では、環境性能の高い住宅を建築する都民・事
業者に向け様々な支援策を行っていますが、様々な問
い合わせに対応するワンストップ相談窓口を設置すべ
きと提案。都は「新制度のしくみやメリット、断熱・省エ
ネや再エネ設備に係る支援策等、ワンストップで情報
提供する総合相談窓口を年明けに新設する」と答弁
しました。

太陽光発電設置の
ワンストップ相談窓口を
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都 議 会 公 明 党 ニ ュース

公明党八王子総支部長 東京都議会議員公明党八王子総支部長 東京都議会議員

東村くにひろ東村くにひろ

帯状疱疹ワクチン接種を助成

都議会2 0 2 2年第４回定例会から

　物価高対策として知事に緊急要望し、補正予算に盛り込まれた「東京おこめクーポ
ン事業」について、都内米店などとも協力して進めることや早期実施を要請。都は　❶
住民税非課税世帯に食料品と引き換えできるクーポン券を配布　❷専用サイトかハガ
キで申し込むことで一世帯あたり米25キロ相当の食料品を配送　❸複数回の配送や
米・野菜など複数のメニューから選択できる仕組みを検討　❹令和５年２月から事業開
始、と具体策を明らかにしました。

生活・子育て支援を強化
おこめクーポンで生活を支援
生活・子育て支援を強化
おこめクーポンで生活を支援

市 議 会 公 明 党 の 主 な 実 績  2019～2022年度の4年間において、市議会公明党が推進した多くの実績のうち、主なものをご紹介します。

●防災無線スマホアプリ「八王子市コスモキャスト」を導入
●道路の破損か所をLINEアプリで通報する仕組みを導入
●未耐震の空き家を除去する補助制度を創設

防災・減災対策
を推進

●八王子市保健所を東京都八王子合同庁舎に移転
●東海大学八王子病院を東京都周産期連携病院に指定
●おたふくかぜワクチンの接種費用を全額無償化

保健・医療・福祉
を推進

子育て支援
を推進

●高校生世代の医療費無償化を実現（2023年4月スタート）
●学童保育所の待機児童ゼロを達成 (2022年度)
●子ども食堂運営費として月額20,000円を補助

学校教育の充実
を推進

●学校体育館にエアコン設置を促進
●温かい中学校給食を実現する給食センターの建設
●スクールソーシャルワーカーを増員

新型コロナウイルス
感染症対策を推進

●防災備蓄用マスクを市内公的機関の各所に配布
●乳児一人に対し10万円分のプリペイドカードを支給
●大学生（市が定めた対象者）に対し10万円を給付

産業振興・まちづくり・
環境・生涯学習を推進

●奨学金肩代わり「定住促進奨学金返還支援事業」を創設
●資源循環型社会対応の「館クリーンセンター」を整備
●女性の就労支援と、ITスキルアップ講座の開設を推進


